
貸 借 対 照 表

令和７年　３月３１日
学校法人　藤田学院

(単位　円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定資産 5,090,573,896 5,264,339,048  △ 173,765,152

    有形固定資産 4,662,281,881 4,919,313,661  △ 257,031,780

        土地 423,861,032 423,861,032 0

        建物 3,574,007,379 3,762,288,308  △ 188,280,929

        構築物 92,080,027 106,332,432  △ 14,252,405

        教育研究用機器備品 282,284,911 335,325,320  △ 53,040,409

        管理用機器備品 9,667,137 10,529,549  △ 862,412

        図書 276,436,786 274,914,035 1,522,751

        車両 3,944,609 6,062,985  △ 2,118,376

    特定資産 ( 300,000,000) ( 214,000,000) ( 86,000,000)

　　　　退職給与引当特定資産 300,000,000 214,000,000 86,000,000

    その他の固定資産 128,292,015 131,025,387  △ 2,733,372

        施設利用権 1 1 0

        ソフトウェア 10,922,014 13,385,386  △ 2,463,372

        有価証券 116,510,000 116,510,000 0

        出資金 550,000 550,000 0

　　　　保証金 310,000 580,000  △ 270,000

流動資産 1,275,802,588 1,305,715,071  △ 29,912,483

　　　　現金預金 1,198,597,105 1,205,931,290  △ 7,334,185

　　　　未収入金 74,363,831 44,760,641 29,603,190

        貯蔵品 443,036 462,451  △ 19,415

        前払金 2,398,616 4,560,689  △ 2,162,073

        有価証券 0 50,000,000  △ 50,000,000

資産の部合計 6,366,376,484 6,570,054,119  △ 203,677,635

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定負債 604,048,167 681,752,461  △ 77,704,294

　　　　長期借入金 257,192,000 317,172,000  △ 59,980,000

　　　　退職給与引当金 310,364,074 311,269,324  △ 905,250

        長期未払金 36,492,093 53,311,137  △ 16,819,044

流動負債 279,538,569 316,997,857  △ 37,459,288

　　　　短期借入金 59,980,000 59,980,000 0

　　　　未払金 62,821,477 79,693,136  △ 16,871,659

　　　　前受金 139,020,000 152,870,000  △ 13,850,000

　　　　預り金 17,717,092 24,454,721  △ 6,737,629

負債の部合計 883,586,736 998,750,318  △ 115,163,582

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

基本金 8,972,398,507 9,128,691,358  △ 156,292,851

　　　　第１号基本金 8,856,398,507 9,012,691,358  △ 156,292,851

　　　　第４号基本金 116,000,000 116,000,000 0

繰越収支差額  △ 3,489,608,759  △ 3,557,387,557 67,778,798

　　　　翌年度繰越収支差額  △ 3,489,608,759  △ 3,557,387,557 67,778,798

純資産の部合計 ( 5,482,789,748) ( 5,571,303,801) (△ 88,514,053)

負債及び純資産の部合計 6,366,376,484 6,570,054,119  △ 203,677,635



注
　

記注
　

記

１．重要な会計方針１．重要な会計方針

（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額122,460,585円 

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び250,685,823 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額28,924,300円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
る。

（2）その他重要な会計方針（2）その他重要な会計方針（2）その他重要な会計方針

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等

    
該当事項 なし

    
該当事項 なし

３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額

4,556,152,264 円4,556,152,264 円
 

４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額

0円0円

５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額

　　
該当なし

　　
該当なし

６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 

379,777,653 円379,777,653 円

７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策

　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項

    
有価証券時価情報 

    
有価証券時価情報 

    
有価証券時価情報 

①総括表 （単位：円）（単位：円）

種
　　

類種
　　

類種
　　

類
当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）

種
　　

類種
　　

類種
　　

類
貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時

　
価時

　
価 差

　
額差

　
額

時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの 6,510,0006,510,000 13,618,50013,618,500 7,108,5007,108,500

時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの 310,000,000310,000,000 293,980,000293,980,000 △16,020,000△16,020,000

　　
有 価 証 券 合 計

　　　　
有 価 証 券 合 計

　　　　
有 価 証 券 合 計

　　
316,510,000316,510,000 307,598,500307,598,500 △8,911,500△8,911,500

②明細表 （単位：円）（単位：円）

種
　　

類種
　　

類種
　　

類
当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）

種
　　

類種
　　

類種
　　

類
貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時

　
価時

　
価 差

　
額差

　
額

債
　

券債
　

券債
　

券 310,000,000310,000,000 293,980,000293,980,000 △16,020,000△16,020,000

株
　

式株
　

式株
　

式 6,510,0006,510,000 13,618,50013,618,500 7,108,5007,108,500

　　
有 価 証 券 合 計

　　　　
有 価 証 券 合 計

　　　　
有 価 証 券 合 計

　　
316,510,000316,510,000 307,598,500307,598,500 △8,911,500△8,911,500


